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単価なものはスーパーゆり A で、67円/ ㎏（運
賃、税抜で400㎏フレコン）である。原料の調
達先は、往復１時間程度の食品工場から遠方は
宮城県名取市に立地する食品工場（焙煎大豆）
である。現在、ビール用大麦の調達なども検討
中である。調達先はほとんど地場食品産業であ
るが、酒粕などは通年利用となると地域で賄い
きれないため、県外からも調達している。
７．結論
　本稿では、秋田県の肉用牛経営の取り組みを
事例に、家族農業経営における世代間連携の実
態を検討した。労働の協業調整や相互扶助の柔
軟性は家族農業経営において確かに存在し、そ
のような利点を存分に活用している実態が明ら
かとなった。
　同県由利地域では、意欲あふれる若手農家が
親世代と連携を図りながら繁殖雌牛増頭に努め
ており、こうした世代間連携が地域内の飼料生
産、繁殖、肥育の連結をより円滑なものにして
いることがわかった。A農場における規模拡大、
B 農場でみられた良好な繁殖成績は注目すべき
世代間連携による技術成果である。このように、
本事例は、世代間連携を核とした地域内和牛一
貫生産の取り組みを地域ブランド牛の生産振興
ひいては地域農業の振興につなげている好例で
ある。ここに、家族農業経営が地域農業振興に
果たす重要な役割を見出すことができる。
　わが国の肉用牛生産において繁殖農家の離脱
が顕著であるなか、今後とも本事例でみたよう
な肉用牛経営が各地で躍動し、家族農業経営な
らではのしなやかな和子牛生産が根強く展開さ
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れることを期待したい。
注
１）農業経営体とは、次のいずれかに該当する事
業を行う者である。（１）経営耕地面積が30a
以上の農業、（２）農作物の作付面積又は栽
培面積、家畜の飼養頭羽数又は出荷羽数等、
一定の外形基準以上の農業（露地野菜作付面
積15a、施設野菜栽培面積350㎡、搾乳牛飼養
頭数 １頭等）、（３）農作業の受託である。
農林水産省〔２〕の用語の解説を参照。
２）販売農家とは、「経営耕地面積30a 以上又は
農産物販売金額が年間50万円以上の農家」で
ある。販売農家以外の農家は自給的農家とし
て区分される。農林水産省〔２〕の用語の解
説を参照。上記の農業経営体の外形基準を満
たした自給的農家は農業経営体に含まれるが
きわめて少数であり、したがって、家族経営
体は販売農家とほぼ同義として捉えられる。
３）澤田〔３〕を参照。
４）この家族経営の柔軟性の妥当性について、岩
元〔５〕は現状を踏まえ検討を加えている。
例えば、日常のコミュニケーションの柔軟性
について、「今日の農家家族においても家族
は「異なる生活様式のぶつかる場」となって
いることからすると、コミュニケーションを
とることは日常的に容易なことではなくなっ
ている可能性がある」とし、「家族経営であっ
ても構成員間のスムーズなコミュニケーショ
ンをとるにはそれなりの仕掛けが必要になっ
ている」としている。ほかにも、金沢〔４〕
が挙げた家族経営の柔軟性の妥当性について
は十分な検討が必要であると考えられるが、
本稿では踏み込まないでおく。
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